
世田谷区の介護問題への
取り組み

２０２６年９月５日（土）
世田谷区⾧ 保坂 展人



地域包括ケアの地区展開（28か所のまちづくりセンター）
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２０１６年度より

全国に先駆けて、すべての日常生活圏域（現在２８地区）
に「福祉の相談窓口」を設置

地区行政窓口
地域包括支援センター
社会福祉協議会
の３者が一体化

２０２２年度からは三者に児童館を加えた、
四者連携を進め地域の課題を把握・共有

身近な福祉の相談
窓口の様子

２８か所まちづくりセンターに「福祉の相談窓口」を設置

対象者は、高齢者だけでなく、障害者・子育て家庭等、
支援が必要な区民 3



地区の課題の解決に取り組みます

まちづくりセンター

社会福祉協議会
地区事務局

児童館

あんしんすこやか
センター
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かもちゃん

四者連携
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（２０２０年
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パブリックコメントを募集しています
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あんすこ君
あんしんすこやかセンター

イメージキャラクター

第10期世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）
第３期世田谷区認知症とともに生きる希望計画（素案）
へご意見・ご提案をお寄せください。

これらの計画は、相互に連携しながら
「認知症になってからも希望を持って暮らせるまち」

の実現を目指します。
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福祉人材確保と安定経営のための緊急事業者支援

◆令和６年度 国の報酬改定
・改定率介護１．５９％

障害１．１２％
・高齢者訪問介護は２～３％引下げ

福祉業界が深刻な人
材の不足、経営状態

に直面

福祉事業者の緊急支援が必要

危機的状況

介護事業所の
倒産件数が
過去最多

◆福祉業界を取り巻く状況

物価の高騰
人件費の上昇

要介護高齢者の増等
ニーズの高まり

福祉人材の
確保が困難

特に
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福祉人材確保と安定経営のための緊急事業者支援

区民に必要なサービスの事業継続を支えるため、緊急対策としての給付金事業を実施

予算額給付額事業所数施設種別

約２億３千１百万円８８万円（１事業所あたり）約２６０事業所①訪問介護等事業所

約１億１千６百万円２８万円（１事業所あたり）約４１０事業所②居宅系サービス事業所（①除く）

約３億８千４百万円２万７千円（定員１人あたり）約４６０施設③通所・入所系施設

予算額給付額事業所数施設種別

約５千１百万円２８万円（１事業所あたり）約１８０事業所④居宅系サービス事業所

約９千３百万円２万７千円（定員１人あたり）約２８０施設⑤通所・入所系施設

高齢者等施設 約７億３千１百万円

障害者等施設 約１億４千４百万円

給付額の算定：訪問介護事業所等については、今期介護報酬のマイナス改定2.5％、その他の事業所や施設は1%の年間介護給付費の不足分を
考慮し算定。

例：定員１００人規模の
特養で２７０万円給付

総予算額 約８億７千５百万円
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東京都の
介護職員等向け
住宅支援制度

① 居住支援特別手当事業 
・月1万円補助 

・介護職員は勤続5年目までは、さらに1万円加算
（最大月額2万円） 

・介護職員、訪問介護員、ケアマネ等が対象 

 

② 介護職員宿舎借り上げ支援事業 
・賃料、共益費、礼金、更新料等を補助 

・基準 額:1戸あたり月額 82,000円
・補助率:最大7/8 （要件により1/2となる）
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世田谷区の
介護職員等向け
住宅支援制度

① 特別養護老人ホーム介護職員宿舎借り上げ支援
区内特養ホームに勤務する介護職員等の住まいの確保
を支援。

② 介護職員等宿舎借り上げ支援 
区と福祉避難所協定を締結している地域密着型サービス
事業所を対象に介護職員等の住まいの確保を支援。

③ 地域密着型サービス事業所等宿舎借り上げ支援 
地域密着型サービスを実施する事業所等を対象に介護
職員等の住まいの確保を支援。
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基準額:1戸あたり月額82,000円
補助率:7/8



2025年度（令和７年度）の介護保険の要介護（要支援）認定者数は、2018年度
（平成30年度）から約4,200人増加している。
年齢階層別では、85歳以上がもっとも人数が多く、2018年度と2025年度で比較
してみると、増減率ももっとも大きくなっている。

年齢階層別 要介護認定者数の推移（各年度末）
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出典：介護保険事業の実施状況（令和７年度集計 速報版）
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急拡大

出典：介護保険事業の実施状況（令和７年度集計 速報版）


